






































債権者 配当要求債権 請求金額 配当額（変更前)
株式会社清水ドック 共益費 197万0000円 197万0000円
Y組合 船舶先取特権 3372万7538円 2078万8588円
X公庫 一番抵当権 １億3746万5338円 914万8085円
Z銀行 一番抵当権 739万5578円 56万1972円
X公庫は、同日の配当期日において、Y組合に対する配当額全額につきX公
庫に配当すべきことを主張して配当表に異議を述べたが、Y組合が当該異議を
承認しないため、当該異議は完結しなかった。また、Y組合も、同期日におい
て、X公庫及び Z銀行〔株式会社琉球銀行〕に対する配当額各全額につきY組
合に配当すべきことを主張して配当表に異議を述べたが、X公庫及び Z銀行が
いずれも当該異議を承認しないため、当該異議は完結しなかった。
そこで、X公庫は、当該配当表に対する配当異議の訴えを提起し、Y組合も
また、X公庫及び Z銀行〔株式会社琉球銀行〕に対して、配当異議の訴えを提
起したところ、第一審（静岡地判昭和56年１月20日金判697号18頁）は、配当要求債
権を個々的に検討した結果、新たな航海を開始するための必要によって生じた債
権など、航海継続の必要により生じたものとは認められない一部の債権（総額
121万1713円で、変更前配当額の5．8％）だけをX公庫への配当にまわし、次のよう
に判示して、X公庫のその余の請求を棄却した。
?商法842条（船舶先取特権）は、船舶法35条により本件船舶の如き鮪漁船にも
準用されるが、その準用にあたっては、当然、漁船における特殊性を勘案すべき
ものである。」
?本件船舶は、約300トン級の漁船で、インド洋を主な漁場として刺身用の漁獲
に従事し、本邦を出港してから本邦に帰港するまでの漁獲期間が約1年にわたる
遠洋鮪漁船であり、漁獲物である刺身用鮪が日本国内でしか消費されないことか
ら、漁獲物を冷凍保存のうえ、本邦に寄港してこれを水揚げするのであって、そ
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の全期間を一航海とするものである事実が認められる。」
?そこで、遠洋鮪漁船である本件船舶が本邦を出港してから後、遠洋にて漁獲
に従事し本邦に帰港して水揚げするまでの間の航海（本件のような漁船の場合に
は、航海の中に操業も含まれると解すべきである。）を継続するため必要な燃料油、
潤滑油、食料、部品等の補給費用及びその間の海外基地への入港手続その他に要
する諸経費等はすべて船主の債権者の共同の利益のために生じたもので、商法
842条６号の『航海継続ノ必要ニ因リテ生シタル債権』として本件船舶の上に先
取特権を有すべき債権とすることができる。」
そのため、X公庫及びY組合がともに控訴したところ、控訴審（東京高判昭和
57年３月４日判時1044号431頁）は、不出頭により擬制自白が成立した Z銀行との
関係でのX公庫の控訴だけを認め、その余については、第一審判決を引用しつ
つも次のように補説して、控訴を棄却した。
?商法842条６号の適用について考える。同号の船舶先取特権は、船籍港外にお
いて船舶に対して燃料油等を供給することによって生ずる燃料油売掛代金債権等
航海継続の必要によって生じた最小限度の債権については船主の陸産に対する執
行が困難であり、かつ右債権は広い意味で当該船舶の保存費の性質を有し、船舶
について債権者共同の利益に役立つということで認められたものである。ところ
で、船舶先取特権はなんらの公示方法をとらなくとも登記ある船舶抵当権に優先
するのであるから、その範囲はなるべく厳格に解すべきものであるし、また、昭
和50年法律94号により商法690条が改正され、691条以下が削除されて、船長がそ
の法定の権限内において為した行為によって船主に生じた債務についてのいわゆ
る委付主義が捨てられたことも、右改正後における商法842条6号の適用を制限す
る方向を指し示すものといえよう。けだし、例えば、船長が船籍港外において航
海継続のため必要な燃料油を購入したとして、その売主の債権は、690条の改正
前と異なり、委付主義による船主の責任制限にあうおそれはなくなったのである
から、他方においてそれが先取特権によって保護される必要性はそれだけ減じた
といえるからである。しかし、本件債権は右改正法の施行前に発生したものであ
るし（昭和50年法律94号附則１、２項参照）、また、そもそも842条６号の文言自体
は改正されずに現存するのであるから、右の故に、航海継続の必要に因って生じ
た債権に対する同条号の適用を曲げることはできず、実質上船主の債権者の共同
の利益のために生じたと認められる以上は、同条号が適用されて先取特権を生じ
るとみるほかはない。
問題は、同条号にいわゆる『航海継続』の意義である。同条は本来、港から港
への船客ないし積荷の運送を目的として航行する商船に関する規定であると考え
られるけれども、船舶法35条によって商法の規定の準用をみる漁船の場合、同条
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号の解釈に漁船の特殊性が反映するのは当然であって、出港後直ちに次の港を目
指すのでないから、船籍港を出港したあとの外洋に泊しつつ漁獲に従事する、い
わゆる漁撈操業の期間も同条号の『航海継続』にあたると解すべきである。この
ように解する結果、一航海が1年に及ぶ長期間というためもあって、そう解さな
い場合に比して同条号の適用を受ける債権額が著るしく増加し、先にみたような
同条号の制限的解釈の方向とは背馳するかの如き外観を呈することは否定できな
いけれども、同条号が漁船にも準用をみる以上、制限的解釈の一般論を以て漁船
の特殊性に由来する債権を排除することは相当でない。」
X公庫において上告。
Ⅱ 判決要旨
上告棄却。
?原審の適法に確定した事実によれば、O丸は、本邦を出港してから本邦に帰
港するまで約1年にわたり、インド洋を主な漁場として刺身用鮪の漁獲に従事し、
漁獲した刺身用鮪を冷凍保存のうえ本邦に帰港してその水揚げをするという約
300トン級の訴外合資会社O水産所有の遠洋鮪漁船であつて、その全航海を一航
海とするものである、というのである。したがつて、O丸は、漁船であつて商行
為を目的として航海をするものではないが、航海の用に供する船舶であることは
明らかであるから、船舶法35条により商法第４編の規定である商法842条６号の
準用があるものと解するのが相当であり、また、同船が本邦を出港し遠方洋上に
向う航行、海外基地と漁場とを往復する航行及び漁獲を終えて漁獲物を本邦に持
ち帰る航行は、いずれも同船が遠洋鮪漁をするための航行としてその間に実質的
な相違はないというべきであるから、所論のように漁獲を終えて漁獲物を本邦に
持ち帰る航行だけが同号所定の航海にあたるものと解すべき理由はなく、本邦を
出港し再び本邦に帰港するまでの航行は、その間の漁獲に従事した際の航行をも
含め、同号所定の航海に該当するものと解するのが相当である。
ところで、今日のように通信制度、送金制度及び代理店制度が発達している状
況のもとにおいては、航海の途中において、船長が外国の商人と直接契約を締結
して燃料油や食料等の補給を受けなくても、船長から連絡を受けた船舶所有者
が、代金決済の方法を講じたうえ、外国の商人又はわが国の商人と契約を締結し
て船舶に燃料油や食料等の補給をすることができるところ、その場合の船舶所有
者がする契約は陸上における通常の契約と異なるところはないから、その限度に
おいて今日では商法842条６号所定の債権に船舶先取特権を認めて債権者の保護
を図るべき必要性は減少しているものと解される。しかも、船舶先取特権は公示
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方法なくして船舶抵当権に優先するものとされているから（商法849条）、船舶先
取特権を広く認めることは、船舶抵当権者の利益を害し、ひいて船舶所有者が金
融を得るのを困難にするものであるところ、この点は、船舶先取特権が認められ
る場合を制限する国際条約が締結されていることにみられるとおり、国際的な問
題でもあつて、これを批准していないわが国においても先取特権に関する商法の
規定を解釈するにあたり十分に斟酌すべき事柄であるといわなければならない。
したがつて、これら諸点に照らして考察すると、船舶先取特権が認められる債権
の範囲は厳格に解釈すべきものと考えられるが、右商法の規定が存する以上、こ
れを無視するような解釈をすることの許されないことはいうまでもない。のみな
らず、商法842条６号所定の債権に先取特権が認められているのは、右債権の発
生原因である燃料油や食料等の補給が船舶所有者の総債権者の担保である船舶の
維持ないしは保存に役立つものであることにもよるのであるから、船舶所有者に
対する総債権者の共同の利益のために生じた債権であるというだけでは同号所定
の債権にあたらないとする所論は当をえないものといわなければならない。した
がつて、原判決が、本件のようにわが国において船舶所有者が締結した契約に基
づき航海中のわが国の船舶に燃料油や食料等の補給がされたことによつて生じた
債権であつても商法842条６号所定の債権として船舶先取特権の被担保債権たり
うるものと解し、また、前示のとおり、O丸が本邦を出港し再び本邦に帰港する
までの全航行が同号所定の航海に該当するものであると解したとしても、所論の
ように右商法の規定の解釈を誤つたものとすることはできない。
そうすると、所論の点に関する原審の事実認定は、原判決挙示の証拠関係に照
らして肯認することができるところ、右事実関係のもとにおいて、Yが訴外合
資会社O水産に対して取得した所論の諸経費の立替金債権が商法842条６号所定
の債権に該当するとした原審の判断は、是認することができる。原判決に所論の
違法はなく、論旨は採用することができない。」
Ⅲ 評 釈
判旨の結論及び理由付けに反対である。
１．はじめに
本判決（第28大蔵丸事件最高裁判決）［8C］は、船舶先取特権に関する数少ない
最高裁判例の１つである。しかし、船舶先取特権に関する判例は、いまだ１つと
して公式判例集に掲載されたことがない。このことは、船舶先取特権規定の法解
釈が、今もなお、本判決そのものの捉え方も含めて、学界での議論に委ねられて
海事判例研究（清水) 73
いるものといえる。
また、船舶先取特権の中でも、とりわけ、本判決が問題にした商法842条６号
の先取特権、すなわち、「航海継続ノ必要ニ因リテ生シタル債権」（以下、「航海継
続必要債権」という。）に付与された船舶先取特権については、その規定の抽象性
から、主に「航海」要件と「継続ノ必要」要件をめぐって、今なお解釈論上の争
いがみられる。
ところが、残念なことに、本判決の評釈は、調査官清永利亮による解説を除く
と４編のみで、航海継続必要債権に関しては、本判決後も、３つの下級審裁判例
（［10］～［12］）と、これらに対する若干の評釈が散見されるにとどまっている
（後掲裁判例一覧参照）。
そこで、やや古くなった感は否めないものの、本評釈では、航海継続必要債権
の解釈、とりわけ「継続ノ必要」要件の解釈につき、本判決の立場とこれに影響
を与えたと思われる学説や裁判例、また、逆に本判決が後の裁判例等に与えた影
響を、あらためて確認するとともに、この点のあるべき解釈についても管見を提
示することとする。
２．「継続ノ必要」要件に関する本判決の立場
⑴ 第29共進丸事件最高裁判決の立場
まず、同一当事者間で争われた類似の事件に対する最高裁判決として、最一小
判昭和58年３月24日判時1077号126頁〔第29共進丸事件最高裁判決〕［6C］の存
在を指摘しておきたい。
時期的には、こちらの方が先行しており、最高裁におけるリーディング・ケー
スであったものの、同判決において、第一小法廷は、「原審の適法に確定した事
実関係のもとにおいて、本件Ｋ丸が本邦を出港し、漁獲に従事し、再び本邦に帰
港するまでの間の全航海を継続するために必要とした燃料油、機械油、部品等の
補給等に要した諸経費の立替金債権であるYの配当要求債権をもつて商法842条
６号に定める『航海継続の必要によつて生じた債権』に該当するものとし、これ
につき先取特権を肯定した原審の判断は、正当として是認することができる」と
の結論だけを述べて上告を棄却しており、最高裁としての論拠を明らかにはして
いなかった。
⑵ 本判決の立場
これに対し、第三小法廷において下された本判決は、原判決（東京高判昭和57
年３月４日判時1044号431頁）［8B］が、航海継続必要債権の解釈として、①遠洋
鮪漁船においては、「本邦を出港し再び本邦に帰港するまでの全航行」が「航海」
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に当
(１)
たり、②「わが国において船舶所有者が締結した契約に基づき航海中のわが
国の船舶に燃料油や食料等の補給がされたことによって生じた債権であっても」
航海継続必要債権たり得るとしたのを、とりわけ②の解釈につき、詳細な理由を
付して支持した点に大きな特徴がある。
とりわけ、その理由中では、（A）「船舶先取特権が認められる債権の範囲は厳
格に解釈すべきものと考えられる」としつつも、（B）「商法の規定が存する以
上、これを無視するような解釈をすることの許されないことはいうまでもない」
との価値判断の下、結果的には、特段の縮小解釈を施していない点が注目され
る。
⑶ 本判決の立場の由来
もっとも、これらの価値判断は、本判決当時の学説・裁判例の動向を反映した
ものにすぎない。
まず、（A）の価値判断、すなわち、立法論的批判にとどまらない船舶先取特
権の厳格解釈は、航海継続必要債権に関する最初の裁判例といえる大判昭和４年
２月19日法律新聞2995号15頁［1］の
(２)
評釈ですでに指摘され、その後、横浜地川
崎支決昭和43年12月27日下民集19巻11＝12号851頁［3］が、「これを厳格に解釈
すべきものである」と、また、横浜地判昭和49年５月10日下民集25巻５～８号
393頁［4］が、「その範囲はできるだけ厳格にすべきであり、出入港および海上
航行そのものに不可欠な費用に限ると解すべき」とそれぞれ判示し、さらには、
第29共進丸事件控訴審判決（東京高判昭和53年12月19日判時921号119頁）［6B］が、
船舶先取特権一般につき、「その解釈運用に当っては、…その範囲を制限する必
要のあることはいうまでもない」と判示していた点と符合する。
しかし、他方で、（B）の価値判断もまた、当時の学説・裁判例が指摘してい
たことである。すなわち、前記第29共進丸事件控訴審判決［6B］の２つの評釈
が、「立法論的には、この種の契約債権は先取特権の被担保債権より除いた方が
適当であるといえよう」が、「現在でもこの種の債権を商法842条６号に明示して
いる限り、解釈論的にはこれを全面的に無視するわけにはいか
(３)
ない」とか、「航
海継続債権に先取特権を認めたことにはそれ相応の理由がある。」「その存置の理
由の範囲を超えてことさら狭く制限的に解することは、ドイツ法のように新立法
に踏み切った場合ならいざ知らず、現行商法の解釈としては適当で
(４)
ない」などと
述べていたほか、本件の原判決（前掲東京高判昭和57年３月４日）［8B］もまた、
「そもそも842条６号の文言自体は改正されずに現存するのであるから、右の故
に、航海継続の必要に因って生じた債権に対する同条号の適用を曲げることはで
き」ないと判示していた。
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⑷ 本判決の影響と厳格解釈の実態
本判決が指摘した厳格解釈の指針は、後の裁判例にも理念としては踏襲されて
いる。福岡高判平成元年12月21日判時1356号139頁［10］は、「船舶先取特権が認
められる債権の範囲は厳格に解釈すべきとされる」として本判決を引用し、東京
地決平成16年４月７日判タ1153号294頁［12］も、商法842条６号の「先取特権が
認められる債権の範囲は厳格に解釈するのが相当である」として本判決を引用す
る。
しかし、これらの裁判例は、いずれも帰港後の修繕や検査の代金債権につき同
号の該当性が争われたものであり、その具体的な解釈上の帰結は、新たな航海の
開始に必要な債権は航海継続必要債権に含まれないとする、およそ争いのない
(５)
解釈を導くためのものでしかなく、その点では、特段の縮小解釈を施さなかった
本判決の立場と同類のものといえる。
多くの学説上、確かに、厳格解釈の具体的内容として、船籍港や本拠港内で発
生した債権について、たとえ航海継続中であっても先取特権を認めないことなど
が説
(６)
かれ、裁判例上も、この点を判示するものがみら
(７)
れる。しかし、実際に裁判
例で扱われたのは、航海継続中ではなく、新航海開始のための債権であったこと
から、いずれにせよ先取特権が認められないケースであった。つまり、あえてか
かる解釈を採らなければ船舶先取特権の成立を否定できなかった事例ではなかっ
たので
(８)
ある。
強いて挙げるならば、前掲横浜地判昭和49年５月10日［4］が、「出入港および
海上航行そのものに不可欠な費用に限る」として、荷役に伴う費用、碇泊中の費
用、船舶代理店の手数料には先取特権を生じないとしたのが、厳格解釈の具体的
実践と評すべきもので
(９)
あり、注目に値するものの、これが学説の意図する帰結で
あったとは思われ
(10)
ない。
結局のところ、理念としての厳格解釈が、実際上、具体的な解釈論としては結
実しなかったとの事実を確認することができよう。
⑸ 厳格解釈の前提の揺らぎ
また、本判決が厳格解釈の根拠として援用した「船舶先取特権が認められる場
合を制限する国際条約」は、1967年の海上先取特権・抵当権条約であると思われ
るところ、その後に成立した1993年の海上先取特権・抵当権条約の審議段階で
は、日本・アメリカ・カナダ・イタリアのグループから、船用品供給債権につ
き、以下のとおりの主張がされた経緯がある。すなわち、「最近の世界の海運界
の傾向として、信用力に乏しい船舶運航会社（management companies）が委託
を受けて船舶を運航し、自己の名で船用品の供給を受ける例が増加していること
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から、海上先取特権がなければ船用品供給業者の債権回収の不安は大きく、それ
が海上交通の安全に影響するおそれもある」との理由に基づき、船舶抵当権に劣
後してでも海上先取特権を付与すべきとの主張で
(11)
ある。
結局、その主張は1993年条約に採用されなかったものの、現在では、航海継続
必要債権の船舶先取特権につき、立法論的に否定的な見方が必ずしも趨勢である
とはいい切れず、したがって、厳格解釈の前提自体が揺らいでいるとの評価も可
能であろう。
３．航海継続必要債権における厳格解釈の基盤
そこで、以下では、航海継続必要債権の船舶先取特権（６号）につき、厳格解
釈の拠って立つ基盤をあらためて確認しておきたい。
⑴ ?航海ノ継続」要件における限定解釈の一般的可能性
この点、まず指摘できるのは、航海継続必要債権については、幸いなことに、
その成立要件中に「必要」性という規範的評価概念が組み込まれていることか
ら、その「必要」性判断にあたって厳格解釈の視点の取込みが可能であることで
ある。
また、そもそも、「航海継続ノ必要ニ因リテ生シタル債権」という成立要件の
文言を字義通り解する限り、そこには“行為”の要素が何も語られておらず不明
確であるから、「航海継続ノ必要ニ因リテ為シタル行為ニ因リテ生シタル債権」
（下線筆者）と解するなど、債権発生原因“行為”による成立要件の限定を明確
にすることも可能である。
⑵ 先取特権規定解釈の一般的厳格性
そこで、そのような解釈が妥当かにつき検討すると、およそ船舶先取特権に限
らず、一般に、先取特権というものが、時期的に後れていても、あるいは、公示
がなくても、債権者平等の原則に反して法律上当然に優先弁済権を主張できると
いう例外的権能であるがゆえに、厳格解釈が要求されるものとい
(12)
える。それゆ
え、先取特権規定の立法趣旨もまた、解釈の指針として機能するだけに、かかる
権能を正当化するに足る相応の立法趣旨が吟味されるべきである。
ましてや、船舶先取特権においては、先行する船舶抵当権にも優先する強力な
優先弁済権を付与するのであるから、民法上の先取特権以上に強固な正当化根拠
が要求されるはずである。
このような観点に照らすとき、航海継続必要債権の船舶先取特権を含めて、
「債権者の共同の利益」ないしは「債権者間の実質的公平」に資するものと従前
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説かれてきた先取特権規定の立法趣旨は、それのみでは正当化根拠として十分で
なかったものといえる。
⑶ 先取特権の事後処理的要素と予測的要素
この点に関し、民法学上の興味深い分析を紹介したい。すなわち、先取特権の
機能には、「社会関係における紛争を一定の価値判断によって処理するという」
事後処理的要素と、「その先取特権の存在によって、一定ののぞましい状態を、
社会的な反応として実現させる」予測的要素という２つの要素が認められるとの
分析で
(13)
ある。
確かに、共益費用の先取特権（民法306条１号、307条）を例にとっていうと、
「このような費用は、各債権者が、債務者の財産についてそれぞれの権利を実行
するために、必要欠くべからざるものであって、これを支出しなければどの債権
者も自己の債権の弁済を受けることができないものであるから、なにびとがこれ
を支出しても、他の債権者にさきんじて弁済を受けさせるのが公平である」とい
った趣旨は、当該先取特権の事後処理的要素に言及したものであり、「この先取
特権の保護が与えられることによって債権者は権利の実行の費用を安全に支出し
うることになるから、債権者の権利の実行を容易ならしめる」といった趣旨は、
当該先取特権の予測的要素に言及したものと捉えら
(14)
れる。
⑷ 各先取特権における両要素の関係
そうすると、「債権者の共同の利益」に資するという立法趣旨は事後処理的要
素に言及したものと捉えられるが、はたして、予測的要素を抜きにしてそれのみ
で優先弁済権の付与を正当化できるであろうか。
この点、例えば、船舶先取特権についていえば、税収の確保を趣旨とする「航
海ニ関シ船舶ニ課シタル諸税」（３号）や労働者の政策的保護を趣旨とする「雇
傭契約ニ因リテ生シタル船長其他ノ船員ノ債権」（７号）などは、予測的要素の
有無にかかわらず、事後処理的要素のみで優先弁済権の付与を正当化できる類型
といえる。
しかし、このような類型はむしろ例外的であって、前述した共益費用の先取特
権のように、通常の先取特権類型は、少なからず予測的要素を勘案してはじめて
優先弁済権の付与が正当化されるものといえる。
例えば、民法上の動産売買先取特権（321条）についていえば、その趣旨は、
不特定多数の買主の信用を確かめることが困難な売主による動産の売買を容易な
らしめることにあるといえる。動産売買の当事者間では別途、約定による担保権
の設定も可能であるにもかかわらず、あえて法定担保物権としての先取特権を成
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立させる主な立法趣旨を考えるならば、やはりかかる観点からの売買の容易化・
活性化といった政策的な予測的要素を勘案すべきものといえるからである。
もっとも、そのような政策の下で、なぜ買主に対する債権者のうちで売主だけ
が優遇されなければならないのかを問うならば、そこではじめて、「買主は、当
該売買によって当該動産を取得し、その責任財産を増加させたのであるから、そ
の原因となった売買の売主に優先弁済権を付与しても債権者間の公平に反しな
い」といった事後処理的要素が言及されることとなる。つまり、このような類型
の先取特権では、事後処理的要素はあくまで補完的に用いられるにすぎないもの
とい
(15)
える。
⑸ 航海継続必要債権の先取特権における両要素の関係
これを航海継続必要債権の先取特権に照らしてみると、本判決は、「船舶所有
者の総債権者の担保である船舶の維持ないしは保存に役立つものであること」と
いった事後処理的要素を重視し、租税債権や労働債権と同様に、それのみで優先
弁済権の付与を正当化できるものと考えているようであるものの、前述のとお
り、船舶先取特権においては、民法上の先取特権以上に強固な正当化根拠が要求
されるはずであるから、この先取特権類型もまた、他の学説・裁判例が既に指摘
しているように、いわゆる陸産執行の困難性を背景とした費用調達の容易化・円
滑化といった予測的要素を重視すべきこととな
(16)
ろう。“保存に役立ったこと”（事
後処理的要素）を事後的に評価して恩典を与えるというだけでは正当化に十分で
なく、あくまで、“保存ならしめること”（予測的要素）を政策的に仕向ける点に
法定担保物権たる先取特権の本質的な正当化根拠を見出すことができるものとい
える。
⑹ 小 括
以上のように解した場合には、かかる債権の発生原因行為を促進する効果をも
つか否か、言い換えれば、優先弁済権の付与がなければかかる債権の発生原因行
為が促進されないか否かの観点に基づく限定解釈が可能であると考えられる（後
記４⑶参照）。
つまり、国際条約にみられる航海継続必要債権の船舶先取特権に対する否定的
評価を前提とせずとも、もとより限定解釈は可能であり、むしろ限定解釈が志向
されるというべきであろう。
以上に述べたとおり、船舶先取特権に対する立法論的批判から出発した厳格解
釈の主張であったが、今日ではその前提が揺らいでいるばかりか、主張の具体的
含意が何であるかを十分吟味しないままでは、目的のないブラックボックス的な
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縮小解釈に帰着しかねない。そうした事態を回避するためにも、当該規定の立法
趣旨を厳密に捉え直すことで、より具体的な限定解釈の手法を導出することこそ
が重要であるといえよう。
４．「航海ノ継続」要件に関する限定解釈の具体的実践
これまでの考察に加え、従来の学説・裁判例も参照するならば、「航海ノ継続」
要件に関する限定解釈の具体的実践としては、以下の４つの異なる手法が考えら
れる。
⑴ 行為の主体・場所の限定
第１に、商法842条６号の沿革に基づく限定解釈である。
すなわち、同号の直接的な由来である明治23年の旧商法849条１項６号が、「最
後ノ航海中船舶ノ需用ノ為メ船長ノ為シタル借入ニ付テノ債権及ヒ同一ノ目的ノ
為メ船長ノ売却シタル積荷、船長ニ渡シタル物若クハ給シタル労役ニ付テノ求償
権」として、船長の行為に基づいて発生した債権に限定していたことから、行為
の主体を限定し、当該旧商法の規定が起草にあたって参照したと考えられる1897
年のドイツ商法典754条６号が、「船長が船籍港外における停泊中必要の場合に締
結したるその他の信用行為に基づく
(17)
債権」を掲げ、船籍港外において締結した信
用行為に基づく債権に限定していたことから、行為の場所を限定するといった解
釈が考えられる。
もっとも、行為の主体を限定する前者の解釈を採用する学説・裁判例はみら
(18)
れず、また、行為の場所を限定する後者の通説的解釈に対しても、国際間の電子
取引・決済が容易になった今日、何をもって船籍港の内と外とを判別するのかが
判然と
(19)
せず、ひいては、判別することの意義自体を疑問視し得るとの指摘が可能
である。
⑵ ?出入港および海上航行そのものに不可欠な費用」への限定
第２に、規範的評価概念としての「必要」要件の性質に鑑みれば、前掲横浜地
判昭和49年５月10日のように、航海継続必要債権を「出入港および海上航行その
ものに不可欠な費用」に限定し、航海中に負担した荷役関係費（荷役料、検数料、
税関料など）や碇泊中の費用には先取特権を認めないとの解釈が考え
(20)(21)
られる。
もっとも、本件は遠洋マグロ漁船の事例であったため、荷役関係費の支出につ
いては問題となる余地がなく、この点に関する最高裁の判断はまだ下されていな
い。貨物船の事例における最高裁の判断が待たれる。
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⑶ 発効前の基本契約に基づく債権の適用除外
第３に、本件のY組合がおそらく実施していたものと考えられるように、組
合員である船主との間で、海外代理店への立替払いに関する基本契約が発航前す
でに締結されていたような場合には、当該基本契約に依拠した組合・代理店間で
の燃料等の補給委託契約に基づく会員所有船舶への燃料等の補給は、航海の「継
続」にとって必要なものではなく、当該基本契約を基準としてその締結時点で考
える限り、むしろ新たな航海を開始するために必要なものでしかないと評価でき
る。
もちろん、燃料等の補給自体は、航海継続中の行為であるから、燃料等の代金
債権が直接的には当該行為によって生じたものである以上、形式的には、航海継
続必要債権に該当し得るものである。しかし、実質的には、当該代理店が取得す
る代金債権に優先弁済権を付与しなかったとしても、基本契約に基づく組合の立
替払いによって代金債権の回収が確保されている限り、燃料等の補給行為が拒否
されることはないのであるから、あえて優先弁済権を付与してまで燃料等の補給
行為（直接の債権発生原因行為）を促進する必要はないといえる。それゆえ、当該
補給行為に基づき生じた代金債権及びその立替金債権は航海継続必要債権に当た
らないとの解釈が可能である。すなわち、その場合に債権発生原因行為として捉
えられるべきは、あくまで当該基本契約と解されよう。
したがって、この解釈の下で、航海継続必要債権に該当するものとして船舶先
取特権が付与されるのは、立替払の基本契約もないまま出航した先で燃料等の補
給を受けざるを得なくなったような場合に限られることとなる。そうではあって
も、資力の乏しい運航者につき、船舶先取特権の付与による燃料等の補給の促進
が期待できるのであるから、商法842条６号の存在意義を失わせることにはなら
ないであろう。
⑷ 配当要求債権の厳格な該当性判断
以上に加えて、限定解釈の手法ではないものの、配当要求債権が航海継続必要
債権に該当するか否かを厳密に精査し、先取特権の実行時における担保権証明文
書（民事執行法189条・181条１項４号）の厳格な提出を求めることで、船舶先取特
権の安易な行使を認めないといった手法（いわば手続的限定の手法）の存在を指摘
できる。本件に照らしていえば、具体的には、以下の２点の精査を行うことで、
船舶先取特権の行使を否定できた可能性があった。
① 契約関係の精査 まず、船主・漁協・代理店という３者を中心とする法
律関係を把握するため、配当要求債権の発生根拠となる契約関係を精査すること
である。
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とりわけ、遠洋漁船の業界では、国際的な標準書式が公表されている定期船の
(22)
業界とは異なり、代理店契約実務が必ずしも公知のものとされていないこともあ
って、具体的な法律関係の認識は困難である。
そのため、この点の契約書等が提出されない限り、燃料油等の売買契約につい
て、売主たる地位に立つのは代理店か、それとも別法人か、買主たる地位に立つ
のは、船主か、それとも漁協かといった基本的な法律関係すら明らかとならず、
ひいては、配当要求債権となるのが売買代金債権そのものか、それとも売買代金
についての立替金
(23)
債権かも明らかとならない。したがって、そのような証明がな
いままでは、被担保債権の特定を欠くものとして、船舶先取特権の行使を否定す
べきこととな
(24)
ろう。
② 船舶先取特権の準拠法の精査 つぎに、本件船舶に対する燃油等の供給
が外国で行われていることから、船舶先取特権の準拠法を精査することである。
特に、先取特権のような法定担保物権については、一般に、被担保債権の準拠
法と目的物の所在地法（船舶の場合は旗国法）との累積適用により、双方がこれ
を認める場合にのみ成立すると解されている
(25)
ため、被担保債権との関係では、例
えば、燃油等の供給にかかる基本契約の準拠法が、実際に供給を行った当該外国
の法と判断
(26)
され、なおかつ、当該外国において、航海継続必要債権につき先取特
権に相当する権利が認められていない
(27)
場合には、そもそも先取特権発生の基礎を
欠くような事態も十分考えられる。
５．おわりに
もちろん、航海継続必要債権の先取特権をめぐる以上の限定手法は、それぞれ
異なる性質をもっており、一律にすべての手法を採用すればよいというものでも
ない。
本評釈では、本判決等によって厳格解釈と説かれてきたものが必ずしも立法論
的批判に依拠しなければならないものではないことを明らかにした上で、その内
実の分析・提示に重点をおき、本件事例の下でも別異の解決があり得たことを示
唆した。今後も同種の紛争が生じ得ることに鑑みるならば、新たな裁判例の集積
による規範の明確化が待たれよう。
(１) 商法842条６号における「航海」の意義についても様々な議論が存在する。しかし、本件
の原審や原々審（あるいは、第29共進丸事件最高裁判決の原審も同旨）が正当に指摘するよう
に、船舶法35条によって商法の規定の準用をみる漁船の場合、「航海」の意義には、“漁船の特
殊性”が反映されるため、その解釈を一般化することはできない。本件についてはさらに、
“船籍港”ないしは“本拠港”を起点・終点とするのではなく、あくまで「本邦」を起点・終
点としている点において、漁船の中でも“遠洋”漁船の特殊性を反映したものとなっている。
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本論点については、これらの指摘にとどめる（本論点につき、長田旬平「『航海継続ノ必要ニ
因リテ生シタル債権』の成立―全航海説の限界と個別検討説による類型化の試み」海事法研究
会誌211号26頁（2011年５月）参照）。
(２) 小島孝「判批・航海継続のための債権と船舶先取特権」『海事判例百選〔増補版〕』19頁
（1973年10月、初版1967年11月）。「この種の債権の範囲は、今日の情勢の下では、できるだけ
狭く解しなければならないであろう」と述べていた。
(３) 志津田氏治「判批」判時938〔判評249〕号178頁（1979年11月）。もっとも、同評釈は、こ
の文章に続けて、「従って、できるだけその範囲を実質的に検討して、狭く解釈しようとする
判旨の態度は正当である」と述べており、厳格解釈を支持する立場であった。
(４) 原茂太一「判批」金判586号52頁（1980年２月）。もっとも、同評釈もまた、「筆者は商法
842条６号の規定は外国法に比べ一般的にすぎることを認め、制限解釈の必要も承認する」と
述べていた。
(５) 志津田一彦『船舶先取特権の研究』150頁以下（成文堂、2010年８月）〔初出、琉大法学36
号（1985年）〕は、「新たな航海を開始するために生じた船籍港での費用は、果してこれに該当
するのか」、この点において、これまでの下級審裁判例（後掲裁判例［1］［4］［5］［7］［9］）
と比べ、本判決［8C］及び第29共進丸事件最高裁判決［6C］は、「その態度において重大な相
違がある」と述べて、後者の両最高裁判決が、新航海のための船籍港での費用も含まれるもの
として判示した可能性を示唆する。この点、確かに、第29共進丸事件については、原審・原々
審の各判決［6A・6B］において、本邦に属する三崎・焼津両港における積込品の立替代金債
権が主張されたところ、先取特権の発生を前提に、「発生後１年を経過しその先取特権が消滅
した」との判断がなされていたが、本判決の第一審判決［8A］では、本邦を出港する際に三
崎港で積み込んだ燃料油等の仕入れ代金につき、「本件船舶が新たな航海を開始するための必
要によって生じた債権であり、航海継続の必要によって生じたものでないのであるから、本件
船舶の上に商法842条６号の先取特権を有する債権ではない」として、上記解釈の可能性を明
確に否定している。また、第29共進丸事件も、結果的には、船舶先取特権の行使を否定してい
る点に鑑みるならば、これらの両最高裁判決は、新航海のための船籍港での費用について、少
なくとも積極的に船舶先取特権を付与したものではないといえよう。
(６) 小町谷操三『海商法要義上巻』258頁（岩波書店、1932年11月）、原茂・前掲金判586号53
頁、江頭憲治郎・ジュリ733号148頁（1981年２月）、中元啓司・北海学園大学法学研究19巻２
号330頁（1983年11月）、同「船舶先取特権規定の解釈について」法学新報106巻７＝８号428頁
（2000年３月）。この見解が通説とされる（中村眞澄『海上運送責任の諸問題』147頁（成文堂、
1998年３月）、中田明「船舶先取特権の諸問題」前田庸先生喜寿記念『企業法の変遷』290頁
（有斐閣、2009年５月））。
(７) 高松高決昭和52年12月９日判時895号114頁［5］、福岡地判昭和55年5月26日下民集31巻５
～８号417頁［7］、神戸地判平成15年２月24日裁判所HP［11］
(８) 航海継続中に本拠港内で発生した債権の例として、本拠港外で立往生した船舶に航海を継
続させるため、船主が、本拠港のある地の金融機関から借財をして、それを当該船舶に対して
送金する場合が挙げられている（江頭・前掲ジュリ733号148頁）。
(９) 本判決の第一審である静岡地判昭和56年１月20日金判697号18頁［8A］も、世界各国の港
に燃料等を手配する費用である漁業組合の手数料等、いくつかの債権につき先取特権を生じな
いとしたものの、厳格解釈の実践としてではなく、航海継続に必要なものか否かを個々的に判
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断した結果でしかなかった。
(10) 小町谷操三「判批」損害保険研究39巻２号121頁（1977年５月）は、これらの費用につき
先取特権を生じないと判示しているのは狭すぎるとする。
(11) 江頭憲治郎「『1993年の海上先取特権及び抵当権に関する国際条約』の成立」『商取引法の
基本問題』221頁（有斐閣、2011年６月）〔初出、海法会誌37号（1993年12月）〕
(12) この点において、船舶先取特権であるがゆえに厳格解釈を説いてきた従来の見解は、“一
般の先取特権に比してより厳格に”といった方向で相対化されるべきものである。
(13) 高嶋平蔵『物的担保法論Ⅰ総論・法定担保権』148頁（成文堂、1977年３月）
(14) 林良平編『注釈民法（８）』110頁〔甲斐道太郎〕（有斐閣、1965年６月）
(15) 拙稿「船舶先取特権の立法趣旨と厳格解釈―先取特権法における解釈基準の定立に向け
て」日本法学74巻２号843頁（2008年７月）は、以上の異なる２つの類型の先取特権規定を
「直接類型」と「間接類型」とに呼び分けて論じた。
(16) 学説として、阿部士郎＝峰隆男「船舶先取特権をめぐる問題点」『金融担保法講座Ⅳ』220
頁（筑摩書房、1986年８月）、谷川久「船舶先取特権を生ずべき債権」成蹊法学12号141頁
（1978年３月）など。裁判例として、横浜地判昭和49年５月10日下民集25巻５～８号393頁
［4］、高松高決昭和52年12月９日判時895号114頁［5］、福岡地判昭和55年５月26日下民集31巻
５～８号417頁［7］、神戸地判平成15年２月24日裁判所HP［11］、東京地決平成16年４月７日
判タ1153号294頁［12］など。
(17) 訳文は、西島彌太郎（神戸大学外国法研究会編）『現代外国法典叢書（７）独逸商法Ⅱ海
商法』229頁（有斐閣、1956年11月）による。
(18) 小町谷・前掲海商法要義上巻258頁は、「行為者は、必ずしも、船長たることを要しない」
とする（小島孝『海事判例百選〔増補版〕』19頁（1973年10月）、志津田氏治・判時938〔判評
249〕号178頁（1979年11月）も同旨）。
(19) 中村・前掲海上運送責任の諸問題147頁は、「船籍港において、あらかじめ船主またはその
代理人が、海外における船舶の寄港地先の需品供給者との間で売買契約を締結し」た場合に、
「このような債権も船籍港外において生じた債権とみることができる」とする。
(20) 松井孝之「海運業における倒産と関係者の対応（１）船舶先取特権」海運858号81頁
（1999年３月）は、「ステベの費用、検数料、ダンネージ料、税関料、通船料、その他停泊中の
費用は、航海継続に必要なものとは一般に考えにくい」とする。
(21) 中元啓司「船舶先取特権規定の解釈について」法学新報106巻７＝８号428頁（2000年３
月）は、「中間の寄航予定港に船主の営業所もしくは代理店があるときは、船長としてはそこ
までの補給契約を締結することこそが、航海の継続にとって必要な最小限度のものというこ
と」になり、「その範囲を超えた燃料補給契約を締結することは必要行為とはいえず、６号の
船舶先取特権を認められないことになると解すべき」とする。これも類似の限定解釈といえよ
う。
(22) 代理店契約につき、外航船舶代理店業協会〔JAFSA〕が作成した標準定期船代理店契約
書式が公表されている（海事法研究会誌93号13頁参照）。
(23) この点に関し、立替金債権そのものが航海継続必要債権に該当するのか、それとも、燃料
等の代金債権に付与された先取特権が立替払いによって弁済による代位（民法500条・501条）
を生ずるのかも問題となり得る。
(24) 実際、担保権証明文書として漁協・連合会間の契約書等が提出されていないことを理由
早法89巻２号（2014）84
に、船舶競売の申立てが認められなかった裁判例（仙台高決平成17年11月11日金判1231号24
頁）がある（拙著「判批」金判1244号14頁（2006年７月）参照）。しかも、この事件の抗告人
である漁協の代理人弁護士は、本件の被告である漁協の代理人弁護士と同一人である。
(25) 広島高決昭和62年３月９日判時1233号83頁。わが国の通説とされる（山田鐐一『国際私法
〔第３版〕』298頁（有斐閣、2004年12月））。もっとも、法廷地法説などの反対説もみられる
（松井孝之＝黒澤謙一郎「法の適用に関する通則法施行後の船舶先取特権の準拠法をめぐる最
近の議論および裁判例について」NBL899号28頁（2009年２月）参照）。
(26) 法の適用に関する通則法８条２項では、いわゆる特徴的給付理論が採用されており、供給
地である外国法が選択される可能性も十分あるといえる。
(27) 少なくとも、1993年の海上先取特権・抵当権条約に批准した国やドイツ法系の諸国など
は、商法842条６号のような船舶先取特権を認めていない。最新の情報ではないが、馬木昇
「主要各国の認める船舶先取特権と船舶抵当権の優先順位」『パナマ便宜置籍船の法律実務』
402頁以下（成山堂書店、1993年８月）参照。
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に
要
す
る
諸
経
費
等
○
吉
岡
進
（
裁
判
長
）、
手
代
木
進
、
上
杉
晴
一
郎
志
津
田
氏
治
・
判
時
93
8
〔
判
評
24
9〕
号
17
7
頁
（
19
79
年
11
月
）、
原
茂
太
一
・
金
判
58
6
号
50
頁
（
19
80
年
２
月
）、
中
田
明
・
ジ
ュ
リ
76
0号
15
2頁
（
19
82
年
３
月
）
［
7］
福
岡
地
判
昭
和
55
年
５
月
26
日
下
民
集
31
巻
５
～
８
号
41
7頁
、
訟
月
26
巻
８
号
13
69
頁
昭
和
54
年
(ワ
)第
20
7
号
配
当
異
議
事
件
い
か
・
ふ
ぐ
漁
船
〔
第
68
蛭
子
丸
〕
修
繕
代
金
債
権
船
籍
港
に
お
い
て
生
じ
た
債
権
×
新
た
な
航
海
（
い
っ
た
ん
船
籍
港
に
戻
っ
た
後
、
再
び
船
籍
港
を
発
す
る
こ
と
を
含
む
。）
を
す
る
た
め
の
必
要
性
×
当
該
債
権
が
総
債
権
者
の
担
保
た
る
船
舶
の
維
持
、
保
存
に
役
立
っ
た
も
の
で
あ
る
と
同
時
に
、
航
海
中
に
生
じ
た
債
権
に
つ
い
て
は
、
そ
の
地
理
的
関
係
か
ら
債
務
者
で
あ
る
船
舶
所
有
者
の
陸
産
に
対
す
る
執
行
が
困
難
で
あ
る
か
ら
、
先
取
特
権
を
与
え
て
保
護
す
る
必
要
が
認
め
ら
れ
る
こ
と
寺
尾
洋
竹
村
純
・
法
学
論
集
（
西
南
学
院
大
）
16
巻
１
号
12
6頁
（
19
83
年
８
月
）
［
8 A
］
静
岡
地
判
昭
和
56
年
１
月
20
日
金
判
69
7号
18
頁
〔
最
三
小
判
昭
和
59
年
３
月
27
日
［
8 C
］
の
原
々
審
〕
昭
和
52
年
(ワ
)第
45
7
号
・
第
45
8号
配
当
異
議
事
件
遠
洋
マ
グ
ロ
漁
船
〔
第
28
大
蔵
丸
〕
補
給
し
た
燃
料
油
等
の
売
買
代
金
債
権
遠
洋
鮪
漁
船
が
本
邦
を
出
港
し
て
か
ら
後
、
遠
洋
に
て
漁
獲
に
従
事
し
本
邦
に
帰
港
し
て
水
揚
げ
す
る
ま
で
の
間
の
航
海
を
継
続
す
る
た
め
必
要
な
燃
料
油
、
潤
滑
油
、
食
料
、
部
品
等
の
補
給
費
用
及
び
そ
の
間
不
明
海事判例研究（清水) 87
の
海
外
基
地
へ
の
入
港
手
続
そ
の
他
に
要
す
る
諸
経
費
等
○
［
9］
東
京
高
決
昭
和
56
年
５
月
27
日
東
京
高
裁
民
事
判
決
時
報
32
巻
５
号
12
8頁
、
判
時
10
10
号
11
8
頁
、
判
タ
45
1
号
13
9頁
昭
和
56
年
(ラ
)第
36
1
号
船
舶
競
売
申
立
却
下
決
定
に
対
す
る
抗
告
事
件
い
か
釣
り
漁
船
〔
名
称
不
明
〕
修
理
代
金
債
権
新
た
な
航
海
を
開
始
す
る
た
め
に
必
要
な
事
由
に
よ
っ
て
生
じ
た
債
権
×
川
上
泉
（
裁
判
長
）、
奥
村
長
生
、
橘
勝
治
［
8 B
］
東
京
高
判
昭
和
57
年
３
月
４
日
東
京
高
裁
民
事
判
決
時
報
33
巻
３
号
27
頁
、
判
時
10
44
号
43
1
頁
、判
タ
47
0号
19
3頁
、
金
判
64
8号
23
頁
・
69
7
号
16
頁
〔
最
三
小
判
昭
和
59
年
３
月
27
日
［
8
C
］
の
原
審
〕
昭
和
56
年
(ネ
)第
21
9
号
・
第
23
0号
配
当
異
議
訴
訟
控
訴
事
件
遠
洋
マ
グ
ロ
漁
船
〔
第
28
大
蔵
丸
〕
補
給
し
た
燃
料
油
等
の
売
買
代
金
債
権
航
海
継
続
必
要
債
権
○
船
主
の
陸
産
に
対
す
る
執
行
が
困
難
で
あ
り
、
か
つ
当
該
債
権
は
広
い
意
味
で
当
該
船
舶
の
保
存
費
の
性
質
を
有
し
、
船
舶
に
つ
い
て
債
権
者
共
同
の
利
益
に
役
立
つ
と
い
う
こ
と
鈴
木
重
信
（
裁
判
長
）、
倉
田
卓
次
、
高
山
晨
坂
田
十
四
八
『
最
新
海
事
判
例
評
釈
第
Ⅰ
巻
』
14
2
頁
（
日
本
海
運
集
会
所
、
19
84
年
３
月
）〔
初
出
、
海
運
66
2号
84
頁
（
19
82
年
11
月
）〕
［
6 C
］
最
一
小
判
昭
和
58
年
３
月
24
日
判
時
10
77
号
12
6頁
、
判
タ
49
6号
84
頁
、
金
判
67
2号
19
頁
、
金
法
10
46
号
42
頁
昭
和
54
年
(オ
)第
41
2
号
配
当
異
議
事
件
遠
洋
マ
グ
ロ
漁
船
〔
第
29
共
進
丸
〕
燃
料
油
、
機
械
油
、
部
品
等
を
補
給
し
、
海
外
基
地
に
入
港
す
る
た
め
の
諸
経
費
の
立
替
金
債
権
本
邦
を
出
港
し
、
漁
獲
に
従
事
し
、
再
び
本
邦
に
帰
港
す
る
ま
で
の
間
の
全
航
海
を
継
続
す
る
た
め
に
必
要
と
し
た
燃
料
油
、
機
械
油
、
部
品
等
の
補
給
等
に
要
し
た
諸
経
費
の
立
替
金
債
権
○
中
村
治
朗
（
裁
判
長
）、
団
藤
重
光
、
藤
﨑
萬
里
、
谷
口
正
孝
、
和
田
誠
一
坂
田
十
四
八
『
最
新
海
事
判
例
評
釈
第
Ⅰ
巻
』
15
1
頁
（
日
本
海
運
集
会
所
、
19
84
年
３
月
）〔
初
出
、
海
運
67
3号
10
6頁
（
19
83
年
10
月
）〕
、
小
島
孝
・
民
商
8
9
巻
１
号
1
3
8
頁
（
19
83
年
10
月
）、
中
元
啓
司
・
北
海
学
園
大
学
法
学
研
究
19
巻
２
号
13
1
頁
（
19
83
年
11
月
）、
堀
内
仁
・
手
形
研
究
34
9号
56
頁
（
19
84
年
１
月
）、
落
合
誠
一
・
民
商
89
巻
６
号
89
頁
（
19
84
年
４
月
）
清
永
利
亮
・
季
刊
実
務
民
事
法
８
号
16
0頁
（
19
85
年
２
月
）、
村
田
治
美
・
民
商
91
巻
４
号
59
1頁
（
19
85
年
１
月
）、
中
田
明
・
ジ
早法 89巻２号（2014）88
［
8 C
］
最
三
小
判
昭
和
59
年
３
月
27
日
判
時
11
16
号
13
3頁
、
判
タ
52
7号
99
頁
、
金
判
69
7号
13
頁
、
金
法
10
62
号
38
頁
【
本
判
決
】
昭
和
57
年
(オ
)第
85
9
号
配
当
異
議
事
件
遠
洋
マ
グ
ロ
漁
船
〔
第
28
大
蔵
丸
〕
補
給
し
た
燃
料
油
等
の
売
買
代
金
債
権
航
海
継
続
必
要
債
権
○
債
権
の
発
生
原
因
で
あ
る
燃
料
油
や
食
料
等
の
補
給
が
船
舶
所
有
者
の
総
債
権
者
の
担
保
で
あ
る
船
舶
の
維
持
な
い
し
は
保
存
に
役
立
つ
も
の
で
あ
る
こ
と
横
井
大
三
（
裁
判
長
）、
伊
藤
正
己
、
木
戸
口
久
治
、
安
岡
滿
彦
ュ
リ
84
2号
18
3頁
（
19
85
年
８
月
）、
小
島
孝
『
商
法
〔
保
険
・
海
商
〕
判
例
百
選
〔
第
２
版
〕』
14
6頁
（
有
斐
閣
、
19
93
年
２
月
）、
中
村
眞
澄
『
海
上
運
送
責
任
の
諸
問
題
』
14
3頁
（
成
文
堂
、
19
98
年
３
月
）
〔
初
出
、『
担
保
法
の
判
例
Ⅱ
』
16
5頁
（
有
斐
閣
、
19
94
年
６
月
）〕
［
10
］
福
岡
高
判
平
成
元
年
12
月
21
日
判
時
13
56
号
13
9
頁
、
判
タ
73
1
号
17
6頁
平
成
元
年
(ネ
)第
56
2
号
配
当
異
議
控
訴
事
件
曳
航
用
船
舶
〔
阿
蘇
丸
〕
修
理
代
金
債
権
新
た
な
航
海
の
開
始
に
必
要
な
債
権
×
航
海
を
終
了
し
船
籍
港
に
帰
港
後
に
発
生
し
た
債
権
×
高
石
博
良
（
裁
判
長
）、
川
本
隆
、
牧
弘
二
清
原
泰
司
・
判
時
13
70
〔
判
評
38
5〕
号
22
1
頁
（
19
91
年
３
月
）、
中
村
眞
澄
・
リ
マ
ー
ク
ス
３
号
95
頁
（
19
91
年
７
月
）、
三
浦
潤
・
判
タ
76
2号
34
頁
（
19
91
年
９
月
）、
櫻
井
玲
二
・
商
事
法
務
13
20
号
82
頁
（
19
93
年
５
月
）、
中
田
明
・
ジ
ュ
リ
10
36
号
12
7頁
（
19
93
年
12
月
）、
森
井
英
雄
『
担
保
法
の
判
例
Ⅱ
』
15
4頁
（
有
斐
閣
、
19
94
年
６
月
）
［
11
］
神
戸
地
判
平
成
15
年
２
月
24
日
裁
判
所
H
P
平
成
13
年
(ワ
)第
17
63
号
・
第
17
87
号
配
当
異
議
事
件
貨
物
船
、
内
航
定
期
巡
回
船〔
ぎ
お
ん
丸
〕
重
油
、
灯
油
及
び
潤
滑
油
の
代
金
債
権
綱
取
放
料
、
入
港
料
、
岸
壁
使
用
料
、
給
水
料
及
び
廃
油
処
理
料
の
立
替
金
債
権
中
間
検
査
の
た
め
に
供
給
し
た
物
品
の
代
金
債
権 ワ
イ
ヤ
ー
ロ
ー
プ
、
塗
料
、
ジ
ン
ク
、
粉
石
鹼
、
皮
手
袋
、
ノ
ー
ト
等
の
物
品
の
代
金
債
権
新
た
な
航
海
開
始
の
必
要
に
よ
り
生
じ
た
債
権
×
本
拠
港
に
お
い
て
発
生
し
た
債
権
×
船
舶
の
乗
組
員
が
航
海
継
続
中
の
作
業
等
に
使
用
す
る
た
め
の
物
品
の
代
金
債
権
○
”
航
海
継
続
債
権
の
債
権
者
は
船
主
の
陸
産
に
対
し
て
執
行
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
た
め
、
航
海
途
上
に
お
け
る
航
海
継
続
に
必
要
な
費
用
の
調
達
を
円
滑
・
容
易
な
ら
し
め
る
こ
と
に
加
え
、
同
債
権
の
発
生
原
因
で
あ
る
燃
料
油
や
食
料
等
の
補
給
が
船
舶
所
有
者
の
総
債
権
者
の
担
保
で
あ
る
船
舶
の
維
持
な
い
し
は
保
存
に
役
立
つ
も
の
で
あ
る
こ
と
上
田
昭
典
（
裁
判
長
）、
太
田
敬
司
、
島
田
環
海事判例研究（清水) 89
［
12
］
東
京
地
決
平
成
16
年
４
月
７
日
判
タ
11
53
号
29
4頁
フ
ェ
リ
〔ー
び
る
ご
、
平
成
16
年
(モ
)
第
75
17
8号
更
生
担
保
権
査
定
申
立
事
件
び
い
な
、
ほ
る
す
、
び
な
す
、
フ
ェ
リ
ー
は
ち
の
へ
、ば
に
あ
〕
検
査
代
金
債
権
帰
港
後
に
新
た
な
航
海
を
開
始
す
る
た
め
に
必
要
な
事
由
に
よ
っ
て
生
じ
た
債
権
×
航
海
の
途
中
に
お
い
て
生
じ
た
航
海
継
続
費
用
の
債
権
者
は
、
地
理
的
関
係
か
ら
船
舶
所
有
者
の
陸
産
に
対
し
て
執
行
す
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る
こ
と
西
岡
清
一
郎
（
裁
判
長
）、
鹿
子
木
康
、
渡
邉
千
恵
子
中
田
明
・
ジ
ュ
リ
13
40
号
11
5頁
（
20
07
年
９
月
）
※
上
記
出
典
の
う
ち
、
法
律
新
聞
〔
新
聞
〕
及
び
法
律
新
報
は
昭
和
８
年
７
月
７
日
、
法
律
学
説
判
例
評
論
全
集
〔
評
論
〕
は
昭
和
８
年
７
月
15
日
と
、
判
決
年
月
日
が
異
な
っ
て
い
る
。
早法 89巻２号（2014）90
